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４ その他
 手続において使用する言語及び通貨は、日
本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 免除。
イ 契約保証金 請負代金額の10分の１（た
だし、低入札価格調査を受けた者との契約
については、請負代金額の10分の３）以上
（保証金納付場所 三井住友銀行ベイサイ
ド支店）。
また、金融機関又は保証事業会社（公共
工事の前払金保証事業に関する法律（昭和
27年法律第184号）第２条第４項に規定す
る保証事業会社をいう。）の保証をもって契
約保証金の納付に代えることができる。
なお、公共工事履行保証証券による保証
を付し、又は履行保証保険契約の締結を
行った場合は、契約保証金を免除する。

 入札の無効 以下のいずれかに該当する入
札は無効とする。
ア 本公示に示した指名されるために必要な
要件を満たさない者のした入札
イ 参加表明書に虚偽の記載をした者のした
入札
ウ 入札に関する条件に違反した入札
エ 入札価格内訳書を提出しない者等のした
入札

 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
者を落札者とする。ただし、落札者となるべ
き者の入札価格によっては、その者により当
該契約の内容に適合した履行がなされないお
それがあると認められるとき、又はその者と
契約を締結することが公正な取引の秩序を乱
すこととなるおそれがあって著しく不適当で
あると認められるときは、予定価格の制限の
範囲内の価格をもって入札した他の者のうち
最低の価格をもって入札した者を落札者とす
ることがある。
 品質確保対策 配置予定主任技術者の手持
ち業務に、当機構発注の低入札役務がある場
合は、当該技術者の手持ち業務量の制限を当
初の設定から半減させる。
なお、この制限は本役務の履行期間中も継
続するものとする。

 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 関連情報を入手するための照会窓口 ３
に同じ。
 詳細は、入札説明書による。

公募型競争入札方式に係る手
続開始の公示

次のとおり指名競争入札参加者の選定の手続を
開始します。
令和元年 11 月１日

中日本高速道路株式会社
東京支社長 中井 俊雄

◎調達機関番号 418 ◎所在地番号 13
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 調査等名 東京外かく環状道路 中央ジャ
ンクションＡランプ他道路構造物修正設計業
務（電子入札（郵送入札）対象案件）
 履行箇所 東京外かく環状道路

自）東京都世田谷区給田
至）東京都三鷹市北野

 調査内容 本件は、東京外かく環状道路
中央ジャンクション（仮称）における開削ボッ
クスカルバート及びＵ型擁壁について、修正
設計を行うものである。
 履行期間 契約締結日の翌日から420日間
 本業務は、資料提出、入札等を原則として
電子入札システムで行う対象業務であり、当
社ホームページに掲載の電子入札（郵送入札）
運用マニュアルを適用する。なお、例外的に
電子入札によりがたいものは、電子入札（郵
送入札）運用マニュアルに基づき契約責任者
に届出を行い郵送による紙入札方式によるこ
とができる。
 本業務は、価格と価格以外の要素とを総合
的に評価して落札者を決定する総合評価方式
の業務である。

３ 総合評価方式に関する事項
 総合評価方式の仕組み 本業務の総合評価
方式は、参加表明書に記載された内容（企業
の実績及び業務実施能力、業務実施体制、配
置予定技術者の経験及び業務実施能力）の評
価による技術評価点と入札書の価格により算
定される価格評価点とを加算した総合評価点
が最も高い者を落札者とする方式である。
 総合評価の方法
 総合評価点の算出方法は、以下のとおり
とする。
総合評価点：技術評価点＋価格評価点

 参加表明書の記載内容に応じ、以下の評
価項目ごとの評価を行い、最大で500点の
技術評価点を与える。なお、評価項目の詳
細及び評価に関する基準については、入札
説明書による。
１）企業の実績及び業務実施能力
２）業務実施体制
３）配置予定技術者の経験及び業務実施能
力

 技術評価点の算出方法は、以下のとおり
とする。
技術評価点：500×（評価項目別得点の

合計点／100点）
 価格評価点の算出方法は、以下のとおり
とする。なお、配分点は100点とする。
価格評価点:100100×（Ｐ／Ｌ－Ｘ／

Ｌ）
ここに、Ｐ：入札書に記載の価格（入札
価格） Ｌ：契約制限価格 Ｘ：最低入札
価格

２ 指名されるために必要な条件
 入札参加者に必要な要件
 「中日本高速道路株式会社契約規則」（中
日本高速道路株式会社規程第25号）第11条
の規定に該当しない者であること。
 平成31・32年度中日本高速道路株式会社
調査等競争参加資格（道路設計）の認定を
受けている者であること。

 入札参加者を指名するための基準 「中日
本高速道路株式会社契約規則」（中日本高速道
路株式会社規定第25号）第31条に規定する指
名基準による。なお、同基準中の「当該調査
等における技術的適正」については、企業
の実績及び業務実施能力、業務実施体制、
配置予定技術者の経験及び業務実施能力を
勘案するものとする。
 入札参加者に要求される資格 入札に参加
しようとする者の間に資本関係又は人的関係
がないこと。

５ 契約に係る情報提供の協力依頼 次のいずれ
にも該当する契約先は、当機構から当該契約先
への再就職の状況、当機構との間の取引等の状
況について情報を公開することとなりましたの
で、御理解と御協力をお願いいたします。
なお、詳細については、入札説明書を参照し
て下さい。
 当機構において役員を経験した者が再就職
していること又は課長相当職以上の職を経験
した者が役員、顧問等として再就職している
こと。
 当機構との間の取引高が、総売上高又は事
業収入の３分の１以上を占めていること。

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Junichi Yorita, Superin‑

tendent, Hokkaido Shinkansen Construc‑

tion Bureau, Japan Railway Construction,

Transport and Technology Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Estuary

survey (Coastal waters survey) of Yakumo

and Oshamambe section of Hokkaido Shin‑

kansen.

 Time‑limit to express interests by elec‑

tronic bidding system : 5 : 00 P.M. 19, No‑

vember 2019.

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system, submitted by

mail, or tenders brought with : 12 : 00 P.M.

14, January 2020.

 Contact point for tender documentation :

Contract Division, Hokkaido Shinkansen

Construction Bureau, Japan Railway Con‑

struction, Transport and Technology Agen‑

cy, Kita 2 Nishi 11, Chuo‑ku, Sapporo‑shi,
Hokkaido 0600002 Japan, TEL 011
2313489


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